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研究要旨 
産科医師偏在指標の精緻化に資する知見を得るため、医師・歯科医師・薬剤師統
計の医師届出票を活用した分娩取扱医師の実態を把握することを目的とした。
2018 年調査の医師届出票の提供を申請し、327,210 件のデータを受領した。分娩
取扱ありの医師は 11,294 件で、女性は約１／３であった。主たる業務の種別とし
ては、病院の勤務者が約半数であった。主な診療科は産婦人科が全体の２／３を
占めていた。年齢階級別では、年齢が高くなるにつれてその割合は減少してい
た。医籍登録年別では、登録後１０年以内の医師が１／３を占めていた。今後、
受領したデータを用いてた産科医師偏在指標の精緻化のための更なる分析が必要
と考えられた。 
 
 
Ａ．研究目的 
 2018 年の医療法改正により、医師
の偏在を統一的・客観的に把握できる
指標として「医師偏在指標」を策定す
ることとなった。産科領域及び小児科
領域については、政策医療の観点から
も必要性が高いこと等から、診療科別
の医師偏在指標を「医療従事者の需給
に関する検討会医師需給分科会」にお
いて検討・公表することとなり、それ
に基づき都道府県は 2019 年度末まで
に産科医師確保計画を策定した。この
「産科医師偏在指標」は、2016 年医
師・歯科医師・薬剤師調査や 2014 年
医療施設調査、2014 年人口動態調査
等の公的統計の情報に加え、2016 年
度厚生労働科学特別研究「医師の勤務
実態及び働き方の意向等に関する調査
研究」の結果を用いて算定されたが、
分娩を取り扱う医師を当時の統計から

は正確に把握することが困難であった
ため、産科又は産婦人科と届出た医師
全てを用いて計算が行われた。その
後、2018 年の医師歯科医師薬剤師統
計から、分娩取り扱いの有無を届け出
ることとなったため、産科医師偏在指
標をより精緻に算出することが可能と
なった。本研究では、産科医師偏在指
標の精緻化に資する知見を得るため、
医師・歯科医師・薬剤師統計の医師届
出票を活用した分娩取扱医師の実態を
把握することを目的とした。 
Ｂ．研究方法 
 本年に実施した「統計情報を活用し
た産科医師偏在指標の精緻化に関する
研究」の結果も踏まえ、産科医師偏在
指標の精緻化に必要と考えられる項目
を選定し、厚生労働省にデータ提供を
依頼した。提供を依頼したデータは
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2018 年調査の医師届出票で、依頼し
た項目は表１のとおりである。 
 
表１．提供を依頼した届出票項目 
項⽬名 特定の選択肢のみを抽出する場合の条件 
性別   
主業務の種別   
従業務の種別   
就業形態   
主たる業務内容   
休業の取得   
主従事先市区町村符号   
従従事先市区町村符号   
主従事先県都市番号   
従従事先県都市番号   
主従事先市郡番号   
従従事先市郡番号   
従事する診療科 
従事する診療科 
従事する診療科 

産婦⼈科 
産科 
婦⼈科 

年齢コード   
年齢階級コード   
登録年コード   
診療科名コード(主たる診療科)   

主従事先⼆次医療圏コード   
従従事先⼆次医療圏コード   
資格名 産婦⼈科専⾨医 
主勤務⽇数   
主宿直・⽇直   
従勤務⽇数   
従宿直・⽇直   
従従事先件数   
分娩の取扱有無   
 
Ｃ．研究結果 
 ２０２１年３月３日に申請し、２０
２１年３月１６日に受理され、その後
データの提供を受けた。データ件数の
総数は 327,210 件で、医療機関従事
者（主たる業務の種別が、診療所の開
設者又は法人の代表者、診療所の勤務

者、病院の開設者又は法人の代表者、
病院の勤務者、医育機関の臨床系の教
官又は教員、医育機関の臨床系の勤務
者で医育機関の臨床系の教官又は教員
又は医育機関の臨床系の大学院生以外
の者）であり、休業を取得していない
と回答した者の中で、分娩取扱ありと



 20 

回答したのは 11,294 件であった。表
２に今回受領したデータと e-Stat に公
開されているデータを示す。総数とし
て大きな違いはないものの、都道府県
別では差が生じていた。また、e-Stat
に公開されている分娩取扱医師数とも
総数として大きな違いは認められなか
った。分娩取扱ありの医師の特徴を表

３に示す。女性は約１／３であった。
主たる業務の種別としては、病院の勤
務者が約半数であった。主な診療科は
産婦人科が全体の２／３を占めてい
た。年齢階級別では、年齢が高くなる
につれてその割合は減少していた。医
籍登録年別では、登録後１０年以内の
医師が１／３を占めていた。 

 
表２．今回受領したデータと e-Stat に公開されているデータとの比較  

今回提供を受けたデータ （参考）平成 30 年医師・⻭科医
師・薬剤師統計 閲覧 31 表 

都道府県 主たる
診療科
が産婦
⼈科⼜
は産科
と回答
した医
師数 

分娩取
扱有と
回答し
た医師
数 

増減割合 分娩の
取扱い
あり総
数 

分娩の
取扱い
あり産
婦⼈科
医師数
（再
掲） 

分娩の
取扱い
あり産
科医師
数（再
掲） 

分娩取
扱医師
に産
科・産
婦⼈科
医師が
占める
割合 

01 北海道 415 395 -5% 400 305 18 81% 
02 ⻘森県 90 78 -13% 81 60 7 83% 
03 岩⼿県 98 100 2% 106 82 1 78% 
04 宮城県 214 204 -5% 220 141 20 73% 
05 秋⽥県 80 81 1% 81 46 9 68% 
06 ⼭形県 89 99 11% 103 67 2 67% 
07 福島県 126 113 -10% 120 95 8 86% 
08 茨城県 213 249 17% 258 182 4 72% 
09 栃⽊県 179 193 8% 200 126 14 70% 
10 群⾺県 165 160 -3% 165 113 5 72% 
11 埼⽟県 472 445 -6% 455 296 31 72% 
12 千葉県 449 496 10% 515 350 16 71% 
13 東京都 1620 1725 6% 1859 1091 76 63% 
14 神奈川
県 

763 699 -8% 724 506 36 75% 

15 新潟県 144 149 3% 158 114 11 79% 
16 富⼭県 94 85 -10% 92 76 0 83% 
17 ⽯川県 117 98 -16% 104 85 2 84% 
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18 福井県 77 80 4% 82 64 1 79% 
19 ⼭梨県 80 71 -11% 72 56 7 88% 
20 ⻑野県 172 151 -12% 157 109 5 73% 
21 岐⾩県 180 172 -4% 177 123 18 80% 
22 静岡県 303 280 -8% 294 224 9 79% 
23 愛知県 672 696 4% 737 545 19 77% 
24 三重県 165 153 -7% 163 118 10 79% 
25 滋賀県 116 115 -1% 120 80 6 72% 
26 京都府 237 247 4% 283 210 1 75% 
27 ⼤阪府 868 852 -2% 904 577 44 69% 
28 兵庫県 475 461 -3% 480 341 15 74% 
29 奈良県 113 148 31% 151 88 3 60% 
30 和歌⼭
県 

110 95 -14% 96 74 2 79% 

31 ⿃取県 59 63 7% 68 51 2 78% 
32 島根県 64 65 2% 66 。51 0 77% 
33 岡⼭県 189 160 -15% 173 116 15 76% 
34 広島県 237 195 -18% 199 145 10 78% 
35 ⼭⼝県 113 106 -6% 110 81 11 84% 
36 徳島県 76 75 -1% 81 65 1 81% 
37 ⾹川県 90 79 -12% 79 68 0 86% 
38 愛媛県 124 109 -12% 110 92 2 85% 
39 ⾼知県 63 68 8% 69 46 4 72% 
40 福岡県 462 534 16% 560 364 21 69% 
41 佐賀県 71 68 -4% 73 54 5 81% 
42 ⻑崎県 154 158 3% 163 124 0 76% 
43 熊本県 148 140 -5% 144 106 6 78% 
44 ⼤分県 92 103 12% 106 62 14 72% 
45 宮崎県 96 89 -7% 92 81 2 90% 
46 ⿅児島
県 

154 157 2% 158 109 4 72% 

47 沖縄県 155 235 52% 239 112 12 52% 
総計 11243 11294 0% 11847 8071 509 72% 
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表３．分娩取扱医師の特徴 
    分娩取扱あり医師数 割合 
性別、⼥性 

 
4185 37% 

主たる業務の種別 
  

 
01 診療所の開設者⼜は法⼈の代表者 1270 11%  
02 診療所の勤務者 1099 10%  
03 病院の開設者⼜は法⼈の代表者 116 1.0%  
04 病院の勤務者 5747 51%  
05 医育機関の臨床系の教官⼜は教員 1392 12%  
07 医育機関の臨床系の勤務者で 05 及び
06 以外の者 

1670 15% 
    

主な診療科 
   

 
産婦⼈科 7690 68%  
産科 579 5.1%     

産婦⼈科専⾨医 6935 61% 
年齢階級 

   

 
24〜29 歳 2080 18%  
30〜34 歳 1601 14%  
35〜39 歳 1525 14%  
40〜44 歳 1254 11%  
45〜49 歳 1127 10%  
50〜54 歳 937 8.3%  
55〜59 歳 964 8.5%  
60〜64 歳 714 6.3%  
65〜69 歳 531 4.7%  
70〜74 歳 314 2.8%  
75〜79 歳 126 1.1%  
80〜84 歳 69 0.6%  
85 歳以上 52 0.5%     

医籍登録年 
   

 
H21~H30 4297 38%  
H11~H20 2543 23%  
H01~H10 1974 17%  
S54~S63 1601 14% 
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S44~S53 670 5.9%  
S34~S43 171 1.5% 

  S24~S33 38 0.3% 
 
Ｄ．考察 
 今後の検討の方向性について考察す
る。受領したデータにおいて、国が公
表した産科医師偏在指標で用いられた
定義である産科又は産婦人科に従事し
ていると回答した医師は 11, 243 人
で、分娩取扱医師の 11,294 人とほぼ
同一の値であった。しかしながら、都
道府県別で見ると、沖縄県（155 人 
vs 235 人）や奈良県（113 人 vs 148
人）のように、産科又は産婦人科を主
たる診療科と回答した医師数と比較し
て分娩を取り扱っていると回答した医
師数が３０％以上多い県が存在した。
反対に、広島県（237 人 vs 195 人）
や石川県（117 人 vs 98 人）のよう
に、産科又は産婦人科と回答した医師
よりも分娩取扱有りと回答した医師数
のほうが少ない県も存在した。e-Stat
に掲載されている情報でも、沖縄県で
は分娩取扱有りと回答した医師のう
ち、産科又は産婦人科の医師は約半数
であり、地域によって分娩取扱の実情
が異なる可能性が示唆された。産科医
師偏在指標の精緻化に向け、次年度は
受領したデータの更なる分析が必要と
考えられた。 
Ｅ．結論 
 産科医療提供体制や産科医師偏在指
標の見直しに関するエビデンスを構築
するために必要な医師歯科医師薬剤師
統計の医師届出票データを得ることが
できた。 
 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 
 2.  学会発表 
なし 

 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
 1. 特許取得 
なし 
 2. 実用新案登録 
なし 
 3.その他 
なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


